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9月13日 厚生労働省に申し入れ

http://seikatuhogotaisaku.blog.fc2.com/blog-entry-510.html



生活扶助基準の度重なる引下げ

2013年～2015年 過去最大の基準引下げ（平均6.5％、最大10％）

デフレ調整（物価偽装）、ゆがみ調整

2018年～2020年 さらなる引下げ（平均1.8％、最大5％）

第1十分位（所得下位10％）の消費水準との比較

2022年12月 生活保護基準部会報告書

「一般低所得世帯との均衡のみで生活保護基準の水準を捉えていると、
比較する消費水準が低下すると絶対的な水準を割ってしまう懸念がある
」としつつも、新たな検証方法の導入は見送り。下位10％との比較を継
続し、引下げを示唆。

物価高騰を踏まえ、2023～2024年度の2年間の生活扶助基準は特例加
算などの暫定措置。2025年度以降、更なる引下げの可能性。



下位10％との比較は自動引下げ装置

下位10％には生活保護利用の要件がありながら、利用できていない人が
多数含まれる。その消費水準と基準を比較検証すれば、「基準の方が高
い」という結果が出るのは当然。

生活保護基準は47の制度と連動。各自治体が「水際作戦」で相談者を追
い返せば、追い返すほど、国は社会保障費を削減できることになる。

50代生活保護利用者の男性「今年の夏は猛暑と物価高で、とんでもなく
地獄を見ている。室温が37～38度になっているが、部屋にあるのが古
いエアコンなので、電気代が怖くて使うに使えない。熱中症になり、食
事もまともに喉を通らなくなった」

警察庁・厚生労働省の自殺統計「職業別、原因・動機別自殺者数」によ
ると、生活保護利用者の「生活苦」による自死は、2022年度86人、
2023年度118人。



生活保護の捕捉率

国民基礎生活調査に基づく推計値



なぜ捕捉率が低いのか？

福祉事務所による運用の問題（水際作戦）

偏見とスティグマ

制度そのもののハードル（扶養照会・自動車
保有など）



2021年2月22日、横浜市神奈川区の水際作戦

住まいを失った20代女性に対して、生活保護は施設入所が前提、所持金額
（約9万円）が基準オーバー等の虚偽の説明。自作の申請書を受け取らず。

3月9日、抗議・申入れ。区側が謝罪。録音データがあることが決め手にな
った。



都内の福祉事務所による水際作戦

【2020年春～2022年秋】

住まいのない生活保護申請者に、自治体が都との協議に基づくビジ
ネスホテル（「協議ホテル」）を提供する事業が実施された。

「協議ホテル」利用実績 計670件（2020年5月～2022年9月）

ただし、千代田区、中央区、目黒区、北区、荒川区は利用０件

【2022年秋以降】

「協議ホテル」が終了後は「千葉/埼玉の施設に入所するしかない」
と言って、申請を断念させる水際作戦が頻発。

施設入所を拒む人にネットカフェやカプセルホテルでの宿泊→短期で
のアパート転宅を認める区もあるが、一部に限られている。



自己責任論、制度を利用しないことが美徳とされる風潮

  

偏見 スティグマ
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo

/seikatsuhogo/seikatsuhogopage.html



滋賀県野洲市と新潟県南魚沼市の
ポスター。

札幌市、相模原市、京丹後市、中
野区、足立区も作成。



「中野区地域福祉計画」（令和６年度～10年度）

「生活保護に至る前の生活困窮者を早
急に把握し、個々の状態に応じた適切
な支援を行うとともに、憲法 25 条の
理念に基づき、生活保護を必要として
いる区民に対し、適切かつ迅速に保護
を行えるようにすることが重要で
す。」

「また、生活保護に対する偏見や差別
意識といったスティグマの解消に向け
た施策を講じる必要があります。」

「生活保護制度の意義や必要性につい
て、区民に分かりやすく、かつ、正確
に届くよう継続的に周知します。」



生活保護利用の阻害要因に関する
アンケート調査（2020年12月～2021年1月）

コロナ禍における生活困窮者支援活動では、生活に困窮してい
る人に支援者が生活保護制度の利用を勧めても、忌避感を示され
る方が多いことが課題になっています。

つくろい東京ファンドでは、生活保護制度の利用を妨げている
要因を探り、制度を利用しやすくするための提言につなげるため
、年末年始の生活困窮者向け相談会に来られた方々を対象に生活
保護利用に関するアンケート調査を実施しました。

・現在、生活保護を利用していますか？

A 現在、利用している 37人（22.4％）

B 現在、利用していないが過去にある 22人（13.3％）

C 一度も利用していない 106人（64.2％）

https://tsukuroi.tokyo/2021/01/16/1487/



生活保護を現在、利用していない人への質問

３人に１人が「家族に知られるのが嫌」を選択。20～50代に限定すると42.9％



・家族から縁を切られるのではと思った。
・親子の関係切れてる人ほとんど。放っておいてほしい。
・知られたくない。田舎だから親戚にも知られてしまう。
・困ります。一回きょうだいが迎えに来て困った。その時もお金を一
回置いていっただけ。どうにもならない。
・以前利用した際、不仲の親に連絡された。妹には絶縁され、親は「
援助する」と答え（申請が）却下された。実家に戻ったら親は面倒な
ど見てくれず、路上生活に。
・はずかしい。やるせない。
・嫌ですよ、そりゃね。両親は亡くなってるが、きょうだいはもう別
々なので。
・嫌だった。追い返され諦めていた。もう一回申請するか悩んでいる
が、扶養照会が嫌。

・知られたらつきあいができなくなってしまう。
・今の姿を自分の娘に知られたくない。
・都内にきょうだいが4人もいる。扶養を受けろといわれる。
・親があれば親を捨て、車があれば車を捨てる。保護のイメージ。
・親に心配されたくない、地元に戻ってこいと言われかねない。
・扶養照会があるから利用できないでいる。



生活保護申請支援
システム

「フミダン」

必要事項を入力すると、申
請書をPDF作成できる。
インターネットFAXにより
東京23区の福祉事務所への
FAX申請が可能
→水際作戦を無効化する。

本来が行政がオンライン申
請を導入すべき。

東京都西多摩郡のみ電子申
請可能。

https://fumidan.org/



https://www.change.org/FuyoushokaiFuyou

ご本人の承諾なしで親族に連絡しないという運用に変えることを求
める。2021年3月18日までに約5万7千人分を厚生労働省に提出。



２段階にわたる運用改善

2021年2月26日、厚労省が新たな通
知を発出。

DV、虐待の場合、連絡をしないこと
が明確に。音信不通期間20年→10年
に短縮等、扶養照会不要ケースの例
示を追加するが、不充分。

2021年3月30日、「生活保護手帳別
冊問答集」の改訂。

照会は「扶養義務の履行が期待でき
る」者に限る。申請者が扶養照会を
拒んだ場合、その理由について「特
に丁寧に聞き取りを行い」、照会を
しなくてもよい場合にあたるかどう
かを検討するとの指針。一定程度、
本人の意思が尊重される運用に。
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扶養照会を止める「申出書」

生活保護問題対策全国会議とつくろい東京ファンドで作成。
https://tsukuroi.tokyo/2021/04/20/1551/



扶養照会の運用をめぐる地域間格差

朝日新聞調査（2023年4月30日）：全国の県庁所在市、政令指定
市と東京23区の計74市区を対象に、2021年度の扶養照会照会率
（扶養義務者数のうち実際に照会した割合）を調査。

74市区の平均は41・9％

「最も照会率が低かったのは中野区の5・5%で、リストアップし
た親族2009人のうち、照会したのは110人。次いで、水戸市の12
・4%、足立区の17・6%が低かった」

「逆に照会率が最も高かったのは佐賀市の78・0%で、親族945人
のうち737人に照会していた。2番目は品川区の73・0%、次いで
宇都宮市の69・6%だった」

https://digital.asahi.com/articles/ASR4N5TKWR46UTNB00P.html



どこまでも困窮者を追い詰める扶養照会すごろく

親族に援助の可
否を問い合わせ

ます。
（扶養照会）

生活保護相談 困ります 申請を断念

それでも申請
します。ね。

娘さんを引き取
ってください。

え

職員によって説得され母親
は承諾。その後も同居はし
ていないにもかかわらず、
保護は廃止。再申請も２度
却下。奈良地裁にて国賠
訴訟、勝訴。（2024.5.30)

母親：高齢、年金生活、
軽度認知症で要介護２

扶養届を援助不
可→援助可に書

き換えるってどう
？

扶養照会通
知が親族へ

しかし…

援助不可
！

却下/

保護
費減
額へ福祉課職員



桐生市生活保護行政の違法運用・人権侵害

「１日1000円」保護費分割支給・満額不
支給。

分割支給14件中、ケース記録記載は１件
のみ。

「手提げ金庫」「印鑑1948本」

生活保護決定後も長期にわたり保護費を
渡さない

水際作戦の常態化。却下率・取り下げ率
の高さ

辞退届の多用（「施設入所」廃止など）

仕送りの強要。仕送り収入のカラ認定



https://d4p.world/news/25370/

群馬県内の生活困窮者支援に尽力した仲道宗弘司法書士が桐生市の
生活保護問題を語りつくしています。残念ながら、この発信が仲道さ
んの最後の声となりました。3月20日、くも膜下出血により急逝
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母子世帯の大幅減少

「母子世帯」

2011年度 26人→2022年度 2人

「その他世帯」

2012年度 107人→2022年度 14人

保護係職員の男女比 2023年度
男性90.0%、女性10.0%

生活保護ケースワーカーの女性は
０人、婦人相談員０人



警察官OBの積極配置

最大時４人。新規面接相談のほ
とんどに同席。
就労支援相談、生活困窮者自立
支援事業も。

市は群馬県警に暴力団対応経験
者の紹介を要望していた。

職場全体の「警察化」が進んで
いたのでは？



「排除と監理の桐生市システム」
生活保護行政の「排除ベンチ」化

「水際作戦」によって制度の
入り口で排除し、制度利用に
至った人も徹底した「監理」
（管理と支配）で早期に締め
出す。

2014年と2017年に厚生労働
省が桐生市を監査するも改善
せず。

警察官OB配置は2012年～厚
労省が推進。

「漏給」対策に力を入れず、
「濫給」ばかり問題視してき
た厚生労働省にも責任。

「横たわり防止板」に始まり、人を寄せ付
けない、長時間、くつろがせないためのデ
ザインに進化。



https://public.tableau.com/app/profile/seiho.info.group/viz/2012-21_17264090419280/1_1?publish=yes

生活保護情報グループ「生活保護率増減マップ（2012-21）」



生活保護制度のアップデートを

基準引上げと捕捉率アップを同時に進める。

「権利としての生活保護」を確立するための広報啓発。名称変更も
含めたイメージアップ

扶養照会の完全撤廃

オンライン申請の導入（東京都西多摩福祉事務所では導入済）

自動車保有の容認、預貯金など資産要件の緩和

夏季加算創設。エアコン購入費支給の要件緩和

大学・短大・専門学校に進学することを容認する

外国人も含め、誰もが困った時に活用できる制度に



ご清聴ありがとうございました。
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